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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 21,852 17.0 945 4.9 830 10.9 404 42.2
22年3月期 18,671 0.8 901 △1.3 748 △12.2 284 ―

（注）包括利益 23年3月期 370百万円 （1.9％） 22年3月期 363百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 54.19 ― 4.1 3.5 4.3
22年3月期 38.12 ― 3.0 3.3 4.8

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 23,203 10,047 43.0 1,335.82
22年3月期 23,715 9,796 40.9 1,299.84

（参考） 自己資本   23年3月期  9,966百万円 22年3月期  9,698百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,177 △440 △753 886
22年3月期 184 △782 608 931

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 119 42.0 1.2
23年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 119 29.5 1.2
24年3月期(予想) ― 8.00 ― 8.00 16.00 23.0

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,400 4.2 440 △15.6 380 △18.0 200 △11.7 26.81
通期 23,200 6.2 1,040 10.0 930 12.0 520 28.6 69.69



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．17「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 7,546,000 株 22年3月期 7,546,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 84,873 株 22年3月期 84,774 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 7,461,144 株 22年3月期 7,461,230 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 18,915 21.0 844 8.2 742 14.8 392 47.4
22年3月期 15,628 5.3 780 3.5 646 △6.6 265 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 52.54 ―
22年3月期 35.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 21,921 9,546 43.5 1,279.46
22年3月期 22,342 9,286 41.6 1,244.61

（参考） 自己資本 23年3月期  9,546百万円 22年3月期  9,286百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続
は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料
Ｐ．２「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,900 4.5 390 △18.6 330 △23.7 170 △31.3 22.78
通期 20,100 6.3 900 6.6 790 6.5 440 12.2 58.97
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期は政府の経済対策や猛暑効果等により個人消費が堅調に推移し、企

業収益も総じて改善傾向にありましたが、下半期に入ると、欧米経済の減速化に伴う外需の伸び悩み、補助金制度等

の終了を前にした家電や自動車の駆け込み需要の反動等により景気回復のペースは急速に鈍化いたしました。さら

に、去る３月11日に発生しました東日本大震災はわが国経済に深刻な打撃を与え、先行きが極めて不透明な状況とな

ってまいりました。 

当物流業界においては、上半期は景気の回復基調を背景に国内貨物輸送量、倉庫入出庫量とも前年に比べ小幅なが

ら増加に転じましたが、秋口以降は景気の足踏みとともに前年を下回る状況となってまいりました。 

このような中、当社グループにおいては、前期に開設した福島（福島県）、厚木（神奈川県）の２事業所の業績が

フルに寄与したことに加え、エコポイント制度や猛暑の影響から家電、飲料等の消費財の取り扱いが大幅に増加しま

した。一方、工業系貨物の取り扱いは総じて苦戦を余儀なくされました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益（売上高）は218億52百万円（前期比17.0％増）と200億円台を達成いたしま

した。利益面におきましては、外注費や傭車料等が増嵩し、営業利益は９億45百万円（前期比4.9％増）、経常利益

は８億30百万円（前期比10.9％増）、当期純利益は４億４百万円（前期比42.2％増）となりました。 

部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。 

物流事業の営業収益は216億33百万円（前期比17.0％増）となりました。その内訳は、輸送部門が138億26百万円

（前期比12.9％増）、倉庫部門が78億７百万円（前期比24.9％増）となりました。 

不動産事業は、分譲地販売（静岡県袋井市）の推進により、２億18百万円（前期比24.6％増）となりました。 

  

②次期の見通し 

平成23年度上半期におけるわが国経済は、東日本大震災に伴う各企業の生産活動の低下や消費者の購買意欲の減退

等から荷動きが停滞し、貨物取扱量が減少することは必至の情勢であります。このように、事業環境は当面不透明か

つ厳しいものになると予想しておりますが、年度後半には震災の復興に向けた諸活動の盛り上がりが期待でき、景気

は緩やかながらも回復し、荷動きも増勢に転じていくものと予想しております。 

こうした事業環境の予測をもとに、当社グループにおいては、流通系取引先を中心とした３ＰＬ（サード・パーテ

ィ・ロジスティクス）事業への取り組みや、関西圏から関東、東北地方に亘る輸送網を活かした物流合理化提案を強

化し、新たな顧客層の開拓、貨物の獲得に努めてまいります。 

  

以上により、現時点における次期の連結業績の見通しは以下のとおりであります。 

営業収益   23,200百万円（前期比  6.2％増） 

営業利益    1,040百万円（前期比 10.0％増） 

経常利益      930百万円（前期比 12.0％増） 

当期純利益    520百万円（前期比 28.6％増） 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ５億11百万円減少の232億３百万円となりました。

主な要因は、販売用不動産、建物及び構築物、建設仮勘定及び長期貸付金等が減少したためであります。 

負債の部合計は、前連結会計年度末に比べ７億62百万円減少の131億55百万円となりました。主な要因は、営業未

払金及び社債が増加したものの、短期借入金、未払法人税等、設備支払手形及び長期借入金等が減少したためであり

ます。 

純資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ２億51百万円増加の100億47百万円となりました。主な要因は、利益

剰余金が増加したためであります。 

  

１．経営成績
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②連結キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は８億86百万円となり、前連結会計年

度末より45百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は11億77百万円（前年同期比９億93百万円増）となりました。これは主に税金等調

整前当期純利益７億56百万円、減価償却費５億74百万円及び仕入債務の増加額１億91百万円による収入に対し、法

人税等の支払額４億16百万円による支出があったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は４億40百万円（前年同期比３億42百万円減）となりました。これは主に貸付金の

回収による収入１億43百万円に対し、有形固定資産の取得による支出４億82百万円及び無形固定資産の取得による

支出81百万円などがあったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は７億53百万円（前年同期は６億８百万円の獲得）となりました。これは主に長期

借入れによる収入７億円及び社債の発行による収入４億91百万円に対し、短期借入金の純減少額３億60百万円、長

期借入金の返済支出14億55百万円及び配当金の支払額１億19百万円などがあったことによるものです。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を常に念頭に置き、業績の推移、経営環境、配当性向等を総合的に勘案しつ

つ、安定した配当を継続することを基本方針としております。本方針に基づき、剰余金の配当等を機動的に決定する

ことができるよう、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議により行うことを定めております。 

内部留保金につきましては、現在及び将来に亘る設備投資や経営基盤強化のために有効に活用すべく、その充実を

図っていく方針です。 

当中間期における株主配当金につきましては、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円といたしました。当期末

の配当金につきましても、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円にて取締役会決議をいたしております。これに

より、中間配当金を含めました当期の年間配当金は１６円となります。 

次期の配当金につきましては、中間配当８円、期末配当８円の年間１６円を予定しております。 

  

  平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 

自己資本比率（％）  45.3  44.0  42.9  40.9  43.0

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 33.6  26.6  27.1  25.2  22.1

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
 21.2  5.3  9.5  57.8  8.5

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 5.1  16.9  7.8  1.4  8.9

遠州トラック㈱　（9057）　平成23年３月期　決算短信

－ 3 －



当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(遠州トラック株式会社)及び子会社８社並びに親会社である株式

会社住友倉庫により構成されており、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、倉庫事業、及び不動産事業によ

る総合物流事業を営んでおります。事業内容と事業の種類別セグメントとの事業区分は同一であり、当社及び関係会

社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況

区分 内容 会社名 

物 

流 

事 

業 

一般貨物自動車運送事業 貨物運送 遠州トラック株式会社    株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社  株式会社中国遠州コーポ 

              レーション  

上海遠州物流有限公司    青島遠州国際物流有限公司 

大連遠州貨運有限公司    青島佳天美遠州貿易有限公司 

北京遠州包装服務有限公司 

貨物運送取扱事業 貨物運送の取次 

倉庫事業 
荷物の保管・管理 

流通加工 

そ事 

の業 

他  

不動産事業 
土地建物の賃貸・

売買等 
遠州トラック株式会社 
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、顧客への高品質で安定した物流サービスの提供を常に心がけ、会社の安定成長を通じて社会に貢

献し、経営理念である“「心」心ある会社、心ある社員”の実現を図ってまいります。 

この理念に基づき、物流専業者として技術、サービスの革新に努め、斬新な物流提案により顧客の物流業務の合理

化に寄与するとともに、これらのことにより企業価値を最大限高めること、常に効率を追及し、堅実経営を行ってい

くことを経営方針としております。また、当社グループは、環境保護が企業の重要な社会的責任であることを認識

し、エコドライブ活動や共同配送システム等を通じて、二酸化炭素排出量削減など環境に配慮した諸施策に取り組ん

でまいります。 

こうした理念と方針のもと、株主や取引先をはじめとして社会から信頼される企業を目指して、事業活動に取り組

んでまいります。 

  

(2）会社の対処すべき課題、中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標 

景気が足踏みをしている中で発生した東日本大震災は、市民生活や経済に未曾有の混乱を招き、当物流業界も平成

22年度の国内総貨物輸送量が11年連続の減少となることが必至であり、また、中長期的に見ても極めて厳しい環境に

置かれております。 

当社グループにおいては、当連結会計年度における営業収益が200億円台に到達したことを新たなステージとし

て、さらに一層の収益構造改革を推進してまいります。具体的には、３ＰＬ事業の拡充や、当連結会計年度より一部

営業所で試行開始した配車支援システムの順次本稼働に向けた取り組みを行い、輸送効率の改善を図り、コストの低

減、競争力の強化に繋げてまいります。また、倉庫充填率の改善や倉庫の集約・再配置に引き続き注力し、輸送部門

と合わせて業務運営のスリム化、システム化、及び利益体質の強化に邁進してまいる所存です。 

管理面におきましては、内部統制システムの整備と機能の強化、相互牽制が機能する業務プロセスの推進などに取

り組んできているところであり、今後も全社を挙げてこれらを推進、強化してまいる所存です。 

このような課題への対処、経営戦略に基づき、当社グループは、中期的な目標として営業収益伸長率（年率）５％

以上、営業収益営業利益率５％以上、自己資本比率50％以上の達成を掲げ、事業活動を推進してまいります。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 958 911

受取手形及び営業未収入金 3,378 3,423

販売用不動産 181 112

貯蔵品 9 12

繰延税金資産 74 60

その他 251 245

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 4,848 4,760

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,436 10,630

減価償却累計額 △5,650 △5,920

建物及び構築物（純額） ※3  4,786 ※3  4,710

機械装置及び運搬具 2,132 2,078

減価償却累計額 △1,909 △1,892

機械装置及び運搬具（純額） 223 185

土地 ※3  10,820 ※3  10,826

建設仮勘定 208 46

その他 362 393

減価償却累計額 △221 △252

その他（純額） 140 141

有形固定資産合計 16,180 15,910

無形固定資産 308 328

投資その他の資産   

投資有価証券 272 264

従業員に対する長期貸付金 0 －

長期貸付金 153 28

繰延税金資産 367 321

その他 ※1  1,593 ※1  1,598

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 2,378 2,203

固定資産合計 18,866 18,442

資産合計 23,715 23,203
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,776 1,964

短期借入金 ※3  4,629 ※3  3,794

未払法人税等 244 126

賞与引当金 105 109

その他 ※2  666 ※2  473

流動負債合計 7,422 6,467

固定負債   

社債 － 500

長期借入金 ※3  5,956 ※3  5,676

退職給付引当金 249 267

負ののれん 19 14

その他 271 230

固定負債合計 6,495 6,688

負債合計 13,918 13,155

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,357 7,642

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,668 9,953

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 35 22

繰延ヘッジ損益 △9 －

為替換算調整勘定 2 △10

その他の包括利益累計額合計 29 12

少数株主持分 98 80

純資産合計 9,796 10,047

負債純資産合計 23,715 23,203
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益 18,671 21,852

営業原価 17,181 20,283

営業総利益 1,490 1,569

販売費及び一般管理費 ※1  589 ※1  623

営業利益 901 945

営業外収益   

受取利息 5 4

受取配当金 6 4

受取保険金 － 9

負ののれん償却額 4 4

保険解約返戻金 1 －

その他 31 33

営業外収益合計 50 55

営業外費用   

支払利息 126 129

為替差損 22 19

その他 53 22

営業外費用合計 203 171

経常利益 748 830

特別利益   

固定資産売却益 ※2  10 ※2  15

特別利益合計 10 15

特別損失   

固定資産売却損 ※3  0 －

固定資産除却損 ※4  4 ※4  37

投資有価証券評価損 33 －

関係会社出資金評価損 24 32

減損損失 ※5  3 ※5  10

災害による損失 － 8

特別損失合計 66 89

税金等調整前当期純利益 693 756

法人税、住民税及び事業税 383 304

過年度法人税等 180 －

法人税等調整額 △153 55

法人税等合計 410 360

少数株主損益調整前当期純利益 － 395

少数株主損失（△） △1 △8

当期純利益 284 404
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 395

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △12

繰延ヘッジ損益 － 9

為替換算調整勘定 － △21

その他の包括利益合計 － ※2  △25

包括利益 － ※1  370

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 387

少数株主に係る包括利益 － △17
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

前期末残高 7,194 7,357

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △1 －

当期純利益 284 404

当期変動額合計 163 284

当期末残高 7,357 7,642

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,505 9,668

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △1 －

当期純利益 284 404

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 163 284

当期末残高 9,668 9,953
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9 35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 △12

当期変動額合計 45 △12

当期末残高 35 22

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △40 △9

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31 9

当期変動額合計 31 9

当期末残高 △9 －

為替換算調整勘定   

前期末残高 0 2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △12

当期変動額合計 2 △12

当期末残高 2 △10

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △49 29

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 △16

当期変動額合計 79 △16

当期末残高 29 12

少数株主持分   

前期末残高 122 98

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 △17

当期変動額合計 △24 △17

当期末残高 98 80

純資産合計   

前期末残高 9,578 9,796

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △1 －

当期純利益 284 404

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 △33

当期変動額合計 217 251

当期末残高 9,796 10,047
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 693 756

減価償却費 584 574

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15 18

減損損失 3 10

受取利息及び受取配当金 △12 △8

支払利息 126 129

為替差損益（△は益） 21 19

投資有価証券評価損益（△は益） 33 －

関係会社出資金評価損益（△は益） 24 32

有形固定資産除却損 4 36

有形固定資産売却損益（△は益） △10 △15

売上債権の増減額（△は増加） △1,128 △48

たな卸資産の増減額（△は増加） 23 65

仕入債務の増減額（△は減少） 398 191

未払消費税等の増減額（△は減少） △19 4

その他 27 △49

小計 786 1,716

利息及び配当金の受取額 12 8

利息の支払額 △127 △132

和解金の支払額 △67 －

法人税等の支払額 △419 △416

法人税等の還付額 － 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 184 1,177

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △248 △482

有形固定資産の売却による収入 6 25

無形固定資産の取得による支出 △128 △81

投資有価証券の取得による支出 △11 △7

関係会社出資金の払込による支出 △12 －

貸付けによる支出 △7 △2

貸付金の回収による収入 27 143

その他 △409 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △782 △440

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △708 △360

長期借入れによる収入 3,188 700

長期借入金の返済による支出 △1,741 △1,455

社債の発行による収入 － 491

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △119 △119

少数株主への配当金の支払額 △10 －

その他 △1 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 608 △753

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 △28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9 △45

現金及び現金同等物の期首残高 941 931

現金及び現金同等物の期末残高 ※  931 ※  886
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該当事項はありません。 

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

(1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

青島遠州国際物流有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

北京遠州包装服務有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

青島遠州国際物流有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

北京遠州包装服務有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない非連結子会社

（青島遠州国際物流有限公司、大連遠州貨

運有限公司、青島佳天美遠州貿易有限公司

及び北京遠州包装服務有限公司）は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち上海遠州物流有限公司

の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左  

  ③たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定） 

③たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

  貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は、建物（建物

附属設備を除く）は定額法、その他の有形

固定資産については定率法によっておりま

す。また、在外連結子会社は定額法によっ

ております。 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、ソフ

トウエア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

③リース資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

従業員及び当社の執行役員の退職給付に

備えるため、当社及び一部の連結子会社は

当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額（執行役員部分については、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額）に基づ

き計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③退職給付引当金 

従業員及び当社の執行役員の退職給付に

備えるため、当社及び一部の連結子会社は

当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額（執行役員部分については、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額）に基づ

き計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。 

  

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を採

用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

主として当社内規に基づき、金利変動

リスク及び為替相場変動リスクをヘッジ

しております。 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

主として当社内規に基づき、金利変動

リスクをヘッジしております。 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

  イ．ヘッジ手段 － 金利スワップ 

ヘッジ対象 － 借入金 

ヘッジ手段 － 金利スワップ 

ヘッジ対象 － 借入金 

  ロ．ヘッジ手段 － 為替予約 

ヘッジ対象 － 外貨建債権債務 

  

  ③ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

③ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

(6）のれん及び負ののれん

の償却方法及び償却期間

────── ５年間の定額法により償却を行っており

ます。 

(7）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

(8）消費税等の会計処理の

方法 

税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

────── 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行ってお

ります。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

────── 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益への影響はありません。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結損益計算書） 

１．従来、販売費及び一般管理費については、連結損益計

算書において費用別に区分掲記しておりましたが、当連

結会計年度より、「販売費及び一般管理費」として一括

掲記し、主要な費目及び金額を注記する方法に変更して

おります。 

なお、当連結会計年度における販売費及び一般管理費

の主要な費目及び金額は「注記事項（連結損益計算書関

係）」に記載のとおりであります。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取保険金」（前連結会計年度は

３百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計

年度より、区分掲記しました。 

２．前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差損」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「為替差損」の金額は

10百万円であります。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「保険解

約返戻金」（当連結会計年度は０百万円）は、金額的重

要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含

めて表示することにしました。 

  ３．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の

金額を記載しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

その他投資（出資金）       百万円154 その他投資（出資金）       百万円121

※２．未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２．         同左             

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

建物       百万円2,489

土地        7,153

計         9,643

建物       百万円2,533

土地        6,840

計         9,373

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金       百万円2,260

一年内返済予定長期借入金        1,249

長期借入金        4,871

計        8,380

（根抵当権の極度額） （ ） 9,143

短期借入金       百万円1,965

一年内返済予定長期借入金        776

長期借入金        4,583

計        7,325

（根抵当権の極度額） （ ） 8,643

上記の建物のうち 百万円及び土地のうち 百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

76 704 上記の建物のうち 百万円及び土地のうち 百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

63 704

４．受取手形割引高 百万円192 ４．受取手形割引高 百万円230

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当及び福利費  百万円336

賞与引当金繰入額    5

退職給付費用    9

給料手当及び福利費  百万円370

賞与引当金繰入額    7

退職給付費用    17

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具        百万円10

その他    0

計    10

機械装置及び運搬具        百万円11

土地    4

計    15

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ────── 

機械装置及び運搬具      百万円0   

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 百万円4

機械装置及び運搬具       0

その他       0

計  4

建物及び構築物 百万円33

土地       1

無形固定資産       1

機械装置及び運搬具       0

その他       0

計  37
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※５．減損損失 ※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、物流事業については地域別に、ま

た、不動産事業及び遊休資産については個別物件ごと

にグルーピングを行っております。 

当連結会計年度において、地価の下落した遊休資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額（３百万円）を特別損失に計上しました。その

内訳は、全額土地であります。 

なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、その評価額は公示価格に基づき算定

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 静岡県袋井

市 
遊休資産 土地  3

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、物流事業については地域別に、ま

た、不動産事業及び遊休資産については個別物件ごと

にグルーピングを行っております。 

当連結会計年度において物流事業のうち、将来の使

用が見込まれなくなった有形固定資産については、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（10百

万円）を特別損失に計上しました。その内訳は建物及

び構築物８百万円、機械装置及び運搬具２百万円等で

あります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、その評価額は処分価額により評価しておりま

す。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 静岡県榛原

郡吉田町 
物流 

建物及び構

築物、機械

装置及び運

搬具、その

他 

 10

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円363

少数株主に係る包括利益  △0

計  363

その他有価証券評価差額金 百万円45

繰延ヘッジ損益  31

為替換算調整勘定  4

計  80
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,764  10  －  84,774

合計  84,764  10  －  84,774

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年5月11日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成21年3月31日 平成21年6月24日 

平成21年11月6日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成21年9月30日 平成21年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年5月13日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成22年3月31日 平成22年6月9日 
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加99株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,774  99  －  84,873

合計  84,774  99  －  84,873

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年5月13日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成22年3月31日 平成22年6月９日 

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成22年9月30日 平成22年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年5月12日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成23年3月31日 平成23年6月9日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定     百万円958

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △26

現金及び現金同等物  931

現金及び預金勘定     百万円911

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △24

現金及び現金同等物  886
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  188  1,464

機械装置及び
運搬具 

 653  316  336

その他有形固
定資産 

 53  23  30

合計  2,359  528  1,830

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  270  1,381

機械装置及び
運搬具 

 648  430  218

その他有形固
定資産 

 53  30  22

合計  2,354  731  1,622

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円171

１年超  1,740

合計  1,911

１年内 百万円159

１年超  1,576

合計  1,735

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低い一部について支払利子込み法により算定

しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低い一部について支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料     百万円287

減価償却費相当額  224

支払利息相当額  97

支払リース料     百万円266

減価償却費相当額  203

支払利息相当額  94

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5）利息相当額の算定方法 

一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

（借手側） 

未経過リース料 

（貸手側） 

未経過リース料 

１年内    百万円889

１年超  8,327

合計  9,216

１年内    百万円46

１年超  546

合計  592

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

（借手側） 

未経過リース料 

（貸手側） 

未経過リース料 

１年内    百万円946

１年超  7,592

合計  8,538

１年内    百万円46

１年超  499

合計  546
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円97

賞与引当金  41

減損損失  438

減価償却超過額  13

会員権評価損  5

未払事業税  19

投資有価証券評価損  75

損害賠償請求権  120

その他  70

繰延税金資産小計  881

評価性引当額  △430

繰延税金資産合計  450

繰延税金負債   

その他  △8

繰延税金負債合計  △8

繰延税金資産の純額  442

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円104

賞与引当金  42

減損損失  438

減価償却超過額  17

会員権評価損  5

未払事業税  11

投資有価証券評価損  2

損害賠償請求権  120

その他  80

繰延税金資産小計  821

評価性引当額  △432

繰延税金資産合計  389

繰延税金負債   

その他  △6

繰延税金負債合計  △6

繰延税金資産の純額  382

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産    百万円74

固定資産－繰延税金資産  367

流動資産－繰延税金資産    百万円60

固定資産－繰延税金資産  321

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率   ％ 39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 1.7

法人住民税均等割  3.3

加算税、延滞税  8.8

繰延税金資産に係る評価性引当  1.5

子会社当期欠損金  0.4

その他  4.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  59.2
  

法定実効税率   ％ 39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 3.1

法人住民税均等割  3.2

加算税、延滞税  0.3

繰延税金資産に係る評価性引当  0.6

その他  1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  47.7
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

  

当社では、静岡県その他の地域において、賃貸倉庫等（土地を含む。）を有しております。平成22年３月期にお

ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は138百万円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業費用に計上）、

減損損失は３百万円（特別損失に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額、

その他の物件については一定の評価額や市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額及び

適正な帳簿価額によっております。 

  
（追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月

28日）を適用しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

  

当社では、静岡県その他の地域において、賃貸倉庫等（土地を含む。）を有しております。平成23年３月期にお

ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は256百万円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業費用に計上）で

あります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額、

その他の物件については一定の評価額や市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額及び

適正な帳簿価額によっております。 

  

（賃貸等不動産）

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

7,039 △53 6,985 6,516 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 6,985  △67  6,917  6,417
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産事業 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

本邦の営業収益及び資産の金額は、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

海外営業収益は、いずれも連結営業収益の10％未満のため記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
物流事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益及び営業利益           

営業収益           

(1) 外部顧客に対する営業収益  18,495  175  18,671  －  18,671

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  18,495  175  18,671 (－)  18,671

営業費用  17,227  76  17,303  466  17,770

営業利益  1,268  98  1,367 (466)  901

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
          

資産  18,891  2,104  20,996  2,718  23,715

減価償却費  552  14  567  17  584

減損損失  －  3  3  －  3

資本的支出  610  －  610  10  621

  
前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容   

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

 466
提出会社の総務・経理部門等の管理

部門に係る費用 
  

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額 
 2,718

提出会社における現金及び有価証

券、投資有価証券及び管理部門に係

る資産等 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外営業収益
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社では、輸送・倉庫を中心とした「物流事業」のほか「不動産事業」を展開しサービスを提供しており

ます。また、実際のサービスは、各営業所・子会社を通じて提供しておりますが、同一のサービスを提供す

る営業所・子会社の経済的特徴は概ね類似しております。したがって、当社は各営業所・子会社を集約し

て、「物流事業」を報告セグメントとしております。 

「物流事業」は、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業及び倉庫事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの営業収益、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの営業収益、利益、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業を含んでお

ります。 

２．調整額は以下の通りであります。 

(1) セグメント利益の調整額△503百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△504百

万円及びその他の調整額１百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額2,454百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含ま

れております。なお、全社資産は、主に提出会社における現金、投資有価証券及び管理部門に係る

資産等であります。 

(3) 減価償却費の調整額17百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産の償却費等で

あります。 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額30百万円は、主に各報告セグメントに配分して

いない全社資産等であります。  

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

ｄ．セグメント情報

  

  

報告セグメント その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

連結損益計算書

計上額 

（注３） 物流事業 

営業収益 

外部顧客への営業収益 

セグメント間の内部営

業収益又は振替高 

 

 

21,633

－

 

 

218

－

 

 

21,852

－

 

 

－

－

 

 

21,852

－

計  21,633  218  21,852  －  21,852

セグメント利益  1,352  96  1,449  △503  945

セグメント資産  18,710  2,039  20,749  2,454  23,203

その他の項目  

減価償却費  541  14  556  17  574

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 348  17  366  30  396
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

重要性がないため、記載を省略しております。 

なお、平成22年４月１日より前に発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下の通りであります。

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

  

ｅ．関連情報

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

生活協同組合連合会ユーコープ事業連合  3,038 物流事業 

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  物流事業 その他 全社・消去 合計 

減損損失  10  －  －  10

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  物流事業 その他 全社・消去 合計 

当期償却額  4  －  －  4

当期末残高  14  －  －  14

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

１．関連当事者との取引 

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

②連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

４．保険会社の料率に準じて決定しております。 

５．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

６．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

３．保険会社の料率に準じて決定しております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

株式会社住友倉庫（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場） 

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 ㈱住友倉庫 大阪市
西区  21,822 倉庫業 

(被所有)

直接 60.7 倉庫の賃貸

支払リース料
(注)2  172

その他流動
資産 15

未経過リース
料期末残高相
当額 

 1,614 － －

支払利息相当
額  101 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)3 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)4  92 － －

中津運送㈲
(注)5 

大分県
中津市  25 運送業 － 

陸上運送及
び倉庫業務
の委託 

運送料の支払
(注)6  120

営業未払金 28
倉庫料の支払
(注)6  60

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)2 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)3  9 － －
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

１．関連当事者との取引 

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

②連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

４．保険会社の料率に準じて決定しております。 

５．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

６．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

３．保険会社の料率に準じて決定しております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

株式会社住友倉庫（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場） 

  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 ㈱住友倉庫 大阪市
西区  21,822 倉庫業 

(被所有)

直接 60.7 倉庫の賃貸

支払リース料
(注)2  172

その他流動
資産 14

未経過リース
料期末残高相
当額 

 1,561 － －

支払利息相当
額  98 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)3 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)4  94 － －

中津運送㈲
(注)5 

大分県
中津市  25 運送業 － 

陸上運送及
び倉庫業務
の委託 

運送料の支払
(注)6  133

営業未払金 16
倉庫料の支払
(注)6  71

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)2 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)3  10 － －
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（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務に関す

る注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,299 84

１株当たり当期純利益    円 銭38 12

１株当たり純資産額 円 銭1,335 82

１株当たり当期純利益    円 銭54 19

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  284  404

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  284  404

期中平均株式数（株）  7,461,230  7,461,144

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 509 520

受取手形 144 96

営業未収入金 2,960 3,009

販売用不動産 181 112

貯蔵品 8 11

前払費用 189 194

繰延税金資産 56 51

その他 44 35

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 4,092 4,031

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,850 9,044

減価償却累計額 △4,640 △4,879

建物（純額） 4,209 4,164

構築物 1,021 1,041

減価償却累計額 △826 △846

構築物（純額） 194 194

機械及び装置 20 17

減価償却累計額 △17 △17

機械及び装置（純額） 3 0

車両運搬具 1,731 1,646

減価償却累計額 △1,624 △1,560

車両運搬具（純額） 106 86

工具、器具及び備品 286 314

減価償却累計額 △208 △227

工具、器具及び備品（純額） 77 86

土地 10,709 10,715

リース資産 60 60

減価償却累計額 △1 △11

リース資産（純額） 58 48

建設仮勘定 206 45

有形固定資産合計 15,567 15,340

無形固定資産   

借地権 103 103

電話加入権 23 23

ソフトウエア 111 180

ソフトウエア仮勘定 61 －

施設利用権 4 3

無形固定資産合計 305 311
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 264 256

関係会社株式 214 214

出資金 4 4

長期貸付金 118 －

従業員に対する長期貸付金 0 －

長期前払費用 1 4

繰延税金資産 361 306

敷金及び保証金 912 918

保険積立金 449 484

その他 51 48

貸倒引当金 △0 －

投資その他の資産合計 2,378 2,237

固定資産合計 18,250 17,889

資産合計 22,342 21,921

負債の部   

流動負債   

支払手形 38 46

営業未払金 1,491 1,656

短期借入金 2,975 2,685

1年内返済予定の長期借入金 1,311 946

リース債務 9 10

未払金 49 27

未払費用 218 196

未払法人税等 209 104

未払消費税等 40 43

預り金 15 18

前受収益 42 41

賞与引当金 86 91

設備関係支払手形 200 29

その他 16 18

流動負債合計 6,706 5,916

固定負債   

社債 － 500

長期借入金 5,845 5,478

リース債務 51 41

長期未払金 73 68

退職給付引当金 233 249

長期預り保証金 145 119

固定負債合計 6,350 6,458

負債合計 13,056 12,375
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金 1,070 1,070

その他資本剰余金 15 15

資本剰余金合計 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 6,298 6,298

繰越利益剰余金 549 821

利益剰余金合計 6,939 7,211

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,250 9,523

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 35 23

評価・換算差額等合計 35 23

純資産合計 9,286 9,546

負債純資産合計 22,342 21,921
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益   

運送収入 10,197 11,692

倉庫収入 5,243 6,957

不動産収入 187 265

営業収益合計 15,628 18,915

営業原価 14,382 17,566

営業総利益 1,246 1,348

販売費及び一般管理費 466 504

営業利益 780 844

営業外収益   

受取利息 3 2

受取配当金 3 3

保険解約返戻金 1 －

受取保険金 － 9

その他 21 25

営業外収益合計 29 41

営業外費用   

支払利息 120 123

その他 42 20

営業外費用合計 163 143

経常利益 646 742

特別利益   

固定資産売却益 9 15

特別利益合計 9 15

特別損失   

固定資産除却損 4 30

固定資産売却損 0 －

投資有価証券評価損 33 －

減損損失 3 10

災害による損失 － 7

特別損失合計 41 48

税引前当期純利益 614 708

法人税、住民税及び事業税 319 254

過年度法人税等 180 －

法人税等調整額 △151 62

法人税等合計 348 316

当期純利益 265 392
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

その他資本剰余金   

前期末残高 15 15

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15 15

資本剰余金合計   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 90 90

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 6,798 6,298

当期変動額   

別途積立金の取崩 △500 －

当期変動額合計 △500 －

当期末残高 6,298 6,298

繰越利益剰余金   

前期末残高 △97 549

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

別途積立金の取崩 500 －

当期純利益 265 392

当期変動額合計 646 272

当期末残高 549 821

利益剰余金合計   

前期末残高 6,792 6,939

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 265 392

当期変動額合計 146 272

当期末残高 6,939 7,211
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,103 9,250

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益 265 392

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 146 272

当期末残高 9,250 9,523

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △7 35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 43 △12

当期変動額合計 43 △12

当期末残高 35 23

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △23  

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23 －

当期変動額合計 23 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △30 35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 △12

当期変動額合計 66 △12

当期末残高 35 23

純資産合計   

前期末残高 9,073 9,286

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益 265 392

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 △12

当期変動額合計 212 259

当期末残高 9,286 9,546
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 該当事項はありません。 

  

  

   

  

継続企業の前提に関する注記

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益への影響はありません。  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（損益計算書） 

従来、販売費及び一般管理費については、損益計算書

において費用別に区分掲記しておりましたが、当事業年

度より、「販売費及び一般管理費」として一括掲記し、

主要な費目及び金額を注記する方法に変更しておりま

す。 

なお、当事業年度における販売費及び一般管理費の主

要な費目及び金額は「注記事項（損益計算書関係）」に

記載のとおりであります。 

（損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「保険解約返

戻金」（当事業年度は０百万円）は、金額的重要性が乏

しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

することにしました。 
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注記事項

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  167  1,304

構築物  317  36  281

機械及び装置  118  13  104

車両運搬具  467  254  213

工具、器具及
び備品 

 49  21  28

合計  2,425  493  1,932

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  241  1,230

構築物  305  52  253

機械及び装置  113  19  94

車両運搬具  467  347  119

工具、器具及
び備品 

 49  27  21

合計  2,408  688  1,719

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内       百万円167

１年超      百万円1,837

合計      百万円2,004

１年内       百万円162

１年超      百万円1,657

合計      百万円1,819

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低い一部について支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低い一部について支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料     百万円255

減価償却費相当額     百万円199

支払利息相当額    百万円86

支払リース料     百万円251

減価償却費相当額     百万円195

支払利息相当額    百万円84

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

（借手側）  

１年内    百万円889

１年超  8,327

合計  9,216

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

（借手側）  

１年内    百万円946

１年超  7,592

合計  8,538

（貸手側） 

１年内   百万円46

１年超    546

合計    592

（貸手側） 

１年内   百万円46

１年超    499

合計    546

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円90

賞与引当金  33

減損損失  438

減価償却超過額  13

会員権評価損  5

未払事業税  16

投資有価証券評価損  75

損害賠償請求権  120

その他  46

繰延税金資産小計  841

評価性引当額  △414

繰延税金資産合計  426

繰延税金負債   

その他  △8

繰延税金負債合計  △8

繰延税金資産の純額  417

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円97

賞与引当金  35

減損損失  438

減価償却超過額  17

会員権評価損  5

未払事業税  9

投資有価証券評価損  2

損害賠償請求権  120

その他  44

繰延税金資産小計  770

評価性引当額  △406

繰延税金資産合計  364

繰延税金負債   

その他  △6

繰延税金負債合計  △6

繰延税金資産の純額  357

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 ％ 39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 2.1

法人住民税均等割  3.6

加算税、延滞税  9.9

繰延税金資産に係る評価性引当  △0.5

 その他  2.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率  56.7

法定実効税率 ％ 39.0

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 2.8

 法人住民税均等割  3.3

 加算税、延滞税  0.4

 繰延税金資産に係る評価性引当  △1.2

 その他  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.7
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(1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

６．その他
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